

別記第１号様式（第６条関係）

令和６年度　函館市地域放課後児童健全育成事業
環境改善補助金交付申請書
令和６年５月１０日
　函館市長　様
              　　　　　申請者　住所　函館市五稜郭町23-1
              　　　　　        施設名等　○○クラブ
                    　　　　　　代表者職氏名　特定非営利活動法人○○クラブ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○○　○○
連絡先　0138-○○-××××
　このことについて，下記により補助金の交付を受けたいので，函館市補助金等交付規則第７条の規定により，関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の概要
熱中症対策のため，エアコンを設置する
２　補助事業の着手および完了の予定期日
着　手：　令和６年５月２４日
     完　了：　令和６年７月３０日
３　補助事業に要する経費　　　　金　　　５２３．０５０円
　　
４　補助金交付申請額　　　　　　金　　　４７５，０００円
別記第２号様式（第６条関係）
補　助　事　業　実　施　計　画　書
	事業実施期間
	令和６年　５月２４日から
令和６年　７月３０日まで

	事業実施者
	・住　　所　函館市五稜郭町23-1
・施設名等　○○クラブ
・代表者職氏名　特定非営利活動法人○○クラブ
　　　　　　　　理事長　○○　○○

	事業の内容
	・設備の更新等
・防災対策
・防犯対策

	
	エアコン１台の設置および設置工事を行う。

	これまでの
事業の
実施回数
	設備の更新等
	０　回

	
	防災対策
	　　０　回

	
	防犯対策
	０　回

	同一施設で
複数回実施
する理由
	・こども家庭庁長官が定める期間を経過した設備等の更新のため
・児童数の増加による施設の整備のため


別記第３号様式（第６条関係）
補 助 事 業 収 支 予 算 書
　　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項　　目
	予　算　額
	内　訳　等

	
	
	うち，補助対象事業
	

	函館市補助金
	４７５
	４７５
	

	自己資金
	４９
	１
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	５２４
	４７６
	


　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項　　目
	予　算　額
	内　訳　等

	
	　
	うち，補助対象事業
	

	施設改修費
	５２４
	４７６
	換気機能付きエアコン（18畳用）　３５９
設置工事費　１６５

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	５２４
	４７６
	


※見積書，平面図および設置予定箇所の写真等を添付すること。
別　紙
補助事業収支予算書　備品購入費内訳
（単位：円）

	項　目
	予算額
	補助対象額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	


別記第４号様式（第７条関係）

令和６年度　函館市地域放課後児童健全育成事業
環境改善補助金交付変更申請書
令和６年　　月　　日
　函館市長　様
              　　　　　申請者　住所　函館市五稜郭町23-1
              　　　　　        施設名等　○○クラブ
                    　　　　　　代表者職氏名　特定非営利活動法人○○クラブ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○○　○○
連絡先　0138-○○-××××

　このことについて，　　　　年　　月　　日付けで補助金の交付決定を受けましたが，その事業を下記の理由により変更したいので，函館市補助金等交付規則第９条の規定により，関係書類を添えて申請します。
記
１　変更の理由

２　変更の内容

※　補助事業に要する経費　　
変更前　金　　　　　円　　　　　変更後　金　　　　　円

　　
※　補助金等の額　　
変更前　金　　　　　円　　　　　変更後　金　　　　　円

　　（うち領収済額　金　　　　円）

※　補助事業等の完了期限

　変更前　　　年　月　日まで　　　変更後　　　年　月　日まで

別記第６号様式（第７条関係）
令和６年度　函館市地域放課後児童健全育成事業
環境改善補助金中止申請書

令和６年　　月　　日
　函館市長　様
              　　　　　申請者　住所　函館市五稜郭町23-1
              　　　　　        施設名等　○○クラブ
                    　　　　　　代表者職氏名　特定非営利活動法人○○クラブ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○○　○○

　　

このことについて，　　　　年　　月　　日付けで補助金の交付決定を受けましたが，その事業を下記の理由により中止したいので，函館市補助金等交付規則第９条の規定により，関係書類を添えて申請します。
【中止の理由】
別記第９号様式（第９条関係）

令和６年度　函館市地域放課後児童健全育成事業
環境改善補助金実績報告書
令和６年７月２６日
　函館市長　様
              　　　　　　
              　　　　　申請者　住所　函館市五稜郭町23-1
              　　　　　        施設名等　○○クラブ
                    　　　　　　代表者職氏名　特定非営利活動法人○○クラブ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○○　○○
　このことについて，令和６年５月２２日付けで補助金の交付の決定を受けた事業は，令和６年７月１９日に完了したので，関係書類を添えて報告します。
１　補助事業の概要
熱中症対策のため，エアコンを設置した
２　補助金交付決定通知額　　　金　　　　４７５，０００円
３　補助金領収済額　　　金　　　　　　　　　　０円
４　補助金領収未済額　　　金　　　　４７５，０００円

別記第１０号様式（第９条関係）
補　助　事　業　実　績　書
	事業実施期間
	令和６年　５月２４日から

令和６年　７月１９日まで

	事業実施者
	・住　　所　函館市五稜郭町23-1
・施設名等　○○クラブ
・代表者職氏名　特定非営利活動法人○○クラブ
　　　　　　　　理事長　○○　○○

	事業の内容
	・設備の更新等
・防災対策
・防犯対策

	
	エアコン１台の設置および設置工事を行った。




別記第１１号様式（第９条関係）
補 助 事 業 収 支 決 算 書
　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　目
	予算額Ａ
	決算額Ｂ
	増減
Ｂ－Ａ
	内　訳

	
	　　　
	うち，補助対象事業
	
	うち，補助対象事業
	
	

	函館市補助金
	475,000
	475,000
	475,000
	475,000
	0
	

	自己資金
	48,050
	500
	47,500
	0
	△550
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	523,050
	475,500
	522,500
	475,000
	△550
	


　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　目
	予算額Ａ
	決算額Ｂ
	増減
Ａ－Ｂ
	内　訳

	
	
	うち，補助対象事業
	
	うち，補助対象事業
	
	

	施設改修費
	523,050
	475,500
	522,500
	475,000
	550
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	523,050
	475,500
	522,500
	475,000
	550
	


収支差引額　　　　　　　0　円
※支出額を確認することの出来る書類（領収証等），および改修実施箇所の写真を添付すること。
住所・代表者職氏名は


委託契約書の内容に揃える








交付決定前に着手したものは補助対象外となります。








税抜額のうち、千円未満を切捨てた額が補助金額となります。





消費税を含め、実際にかかる費用を１円単位で記入してください。








１号様式と同様





「設備の更新等」に○





今回は記載不要です





（参考）事業費　523,050円（税抜き 475,500円）とした場合





交付決定後に変更等がある場合のみ提出


※「第２号様式」「第３号様式」「別紙内訳」も提出





交付決定書の通知日





諸事情により，交付決定後に補助事業を中止する場合に提出





交付決定書の通知日





交付決定書の通知日





実際の完了日（最終の支払日・領収日・納品日のうち，一番遅い日付）





補助金交付決定通知額と同じ金額





「概算払い」は「３　補助金領収済み額」、


「実績払い」は「４　補助金領収未済額」に「２」と同額を記入





開始日：申請時と同様


完了日：実際の完了日（最終の支払日・領収日・納品日のうち、一番遅い日付）





（注意）


完了日が補助申請時点よりも早まった場合は、実際の完了日から３０日以内（完了後，提出期限（令和７年１月３１日）まで３０日を切る場合は提出期限まで）に実績報告を提出してください。


申請時点の開始日前に着手（契約を含む）してしまったものや、完了日後に支払い・納品したものは補助対象外になりますので、特に注意してください。








